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厚
労
省
へ
緊
急
要
請

介護報酬

療
養
の
場
所
と
人
数
で

格
差
を
つ
け
る
な

紙
レ
セ
の
届
出
漏
れ
に
注
意

紙
レ
セ
の
届
出
漏
れ
に
注
意

　

協
会
・
保
団
連
は
２
０
１

７
年
12
月
28
日
、
診
療
報
酬

・
介
護
報
酬
の
同
時
改
定
に

つ
い
て
、
厚
労
省
保
険
局
お

よ
び
老
健
局
に
①
歯
科
初
再

診
料
に
施
設
基
準
を
設
け
て

未
届
の
医
療
機
関
の
基
本
診

療
料
を
減
算
す
る
措
置
を
中

止
す
る
こ
と
②
居
宅
療
養
管

理
指
導
費
や
訪
問
歯
科
衛
生

指
導
料
に
対
し
、
同
月
に
同

一
の
建
物
内
で
指
導
・
管
理

す
る
人
数
で
３
段
階
の
差
を

設
け
る
「
単
一
建
物
」
の
導

 2017年12月21日
厚生労働大臣
加藤勝信　殿
 大阪府歯科保険医協会
 理事長　小澤力

歯科初再診料本体への施設基準
と未届減算の導入中止を求める

　厚労省は12月６日の中医協総会に、基本診療料に院内感染対策の施設基準を設
け、届出しない医療機関に対して、初再診料を減算する提案をした。私たち大阪
府歯科保険医協会は、下記の点からこれを容認できない。
　初再診料は、基本的な診察行為に対する評価であり、留意事項通知で「基本診
療料に含まれる」と定められた行為に、院内感染対策は含まれていない。現に医
療安全に係る費用の一部は、外来環境体制加算（外来環）として別建てで評価さ
れている。
　2007年の中医協で、歯科の院内感染予防対策の費用は医科の無床診療所の３倍
との資料が示され、その後も院内感染予防に求められる水準が高度化しているに
もかかわらず、厚労省は、その費用に対する評価・引き上げを怠ってきた。
　歯科医師会が医療安全を確保するためにかかるコストの試算結果でも、「院内
感染対策費の総計1,127円に対し、再診料45点と外来環加算４点の合計490円とい
う隔たりは大きいといわざるをえない」と述べている（「医療安全を確保するた
めに－院内感染対策費の検討－」：日本医療管理学会雑誌第51巻第１号40～45
（2016））。医療安全のために評価されている外来環は、不採算のほんの一部を補
填しているに過ぎない。
　ところが今回、中医協総会に提案された「歯科医療（その２）」では、基本診
療料と院内感染対策を含む医療安全の費用は、現行の初再診料と外来環の合計点
数である初診時259点、再診時50点で評価済みだとする前提に立って、それより
も低点数の新たな初再診料に施設基準を設け、一定の院内感染対策の費用が含ま
れているかのように改変しようとしている。そして施設基準の届出をしなけれ
ば、懲罰的に初再診料を減算するという横暴な提案までしている。
　ある中医協委員からは、引き上げの財源を、減算分で捻出する「財政中立」で
賄えとの発言まで飛び出しており、もはやコストに見合った適正な評価と財源確
保の視点がすっかり抜け落ちている。そのことは同時に、減算する場合の点数設
定の根拠を欠いていることも意味する。
　よって下記を要望する。

記
　１．歯科初再診料本体への施設基準と未届減算を導入しないこと
　２．院内感染対策の費用は別建てで評価し、大幅に引き上げること
 以上

人
が
参
加
し
、

大
阪
歯
科
協
会

か
ら
は
吉
田
裕

志
副
理
事
長
と

事
務
局
員
が
参

加
し
た
。
保
険

局
医
療
課
は
小

嶺
祐
子
課
長
補

佐
が
、
老
健
局

老
人
保
健
課
は

青
木
仁
医
療
・

介
護
連
携
技
術

推
進
官
が
応
対

し
た
。

　

歯
科
初
再
診

入
を
し
な
い
こ
と
―
―
な
ど

を
求
め
て
緊
急
要
請
し
た
。

役
員
・
事
務
局
合
わ
せ
て
11

料
に
施
設
基
準
を
設
け
る
問

題
で
、
保
団
連
と
し
て
、
①

全
て
の
歯
科
医
療
機
関
で
安

全
・
安
心
の
医
療
を
実
現
す

る
た
め
に
も
、
歯
科
外
来
診

療
環
境
体
制
加
算
（
外
来

環
）
と
基
本
診
療
料
を
引
き

上
げ
る
こ
と
②
医
療
機
関

は
、
医
療
法
上
の
規
定
を
踏

ま
え
て
院
内
感
染
防
止
対
策

を
実
施
し
て
お
り
、
新
設
の

施
設
基
準
等
の
届
出
を
し
て

い
な
く
て
も
、
基
本
診
療
料

の
減
算
に
係
る
取
り
扱
い
を

行
わ
な
い
こ
と
―
―
を
求
め

た
。

　

ま
た
、
大
阪
歯
科
協
会
の

抗
議
声
明
（
左
上
図
）
を
示

し
な
が
ら
、
十
分
な
費
用
の

手
当
て
を
し
な
い
ま
ま
基
本

診
療
料
に
院
内
感
染
対
策
の

費
用
が
含
ま
れ
て
い
る
か
の

よ
う
に
改
変
す
る
こ
と
は
、

す
べ
て
の
医
療
機
関
に
不
利

益
を
も
た
ら
す
こ
と
か
ら
中

止
す
る
よ
う
要
請
し
た
。

　

厚
労
省
は
、
中
医
協
で
の

論
議
の
推
移
や
予
算
の
制
約

　

老
健
局
は
、
介
護
給
付
費

分
科
会
で
、
医
療
保
険
と
介

護
保
険
の
整
合
性
の
観
点
か

ら
、
不
適
切
事
例
に
対
応
す

る
た
め
に
導
入
さ
れ
、
医
科

の
在
総
管
の
単
一
建
物
の
考

え
方
に
統
一
す
る
こ
と
に
な

っ
た
と
述
べ
、
保
険
局
も
同

様
の
趣
旨
か
ら
歯
科
も
同
様

の
措
置
を
取
る
こ
と
に
な
っ

た
と
答
弁
し
た
。

し
て
い
る
。

　

４
月
以
降
に
新
規
開
業
す

る
場
合
や
上
記
の
届
出
後
に

移
転
や
承
継
し
た
場
合
な
ど

は
、
紙
媒
体
（
書
面
）
に
よ

る
請
求
が
認
め
ら
れ
な
く
な

る
た
め
、
２
０
１
８
年
４
月

以
降
も
介
護
報
酬
請
求
の
書

面
請
求
を
認
め
る
よ
う
老
健

局
に
要
請
し
て
い
る
。

が
あ
り
、
や
む
を
得
な
い
対

応
で
あ
っ
た
と
述
べ
、
理
解

　

在
宅
医
療
と
介
護
に
つ
い

て
は
、
歯
科
医
師
お
よ
び
歯

科
衛
生
士
が
実
施
す
る
居
宅

療
養
管
理
指
導
費
や
訪
問
歯

科
衛
生
指
導
料
（
訪
衛
指
）

は
、
そ
れ
ぞ
れ
個
別
に
療
養

上
の
指
導
計
画
や
実
地
指
導

を
実
施
し
て
お
り
、
訪
問
先

の
住
居
形
態
に
よ
っ
て
格
差

を
設
け
る
こ
と
は
不
合
理
で

あ
り
、
患
者
ご
と
に
同
一
の

評
価
を
す
る
よ
う
求
め
た
。

導
費
に
限
ら
れ
る
た
め
、

「
ソ
フ
ト
へ
の
入
力
は
か
え

っ
て
手
間
が
か
か
り
、
間
尺

に
合
わ
な
い
」
な
ど
の
声
が

多
く
、
大
阪
で
は
、
歯
科
医

療
機
関
の
約
６
割
、
医
科
で

も
約
半
数
が
紙
媒
体
で
請
求

媒
体
で
の
請
求
が
引
き
続
き

認
め
ら
れ
る
（
左
下
図
）。

介
護
保
険
の
算
定
の
事
績
が

な
い
場
合
で
も
届
出
は
認
め

ら
れ
る
。

　

歯
科
医
療
機
関
の
介
護
保

険
請
求
は
居
宅
療
養
管
理
指

　

２
０
１
８
年
４
月
か
ら
介

護
保
険
の
電
子
媒
体
で
の
請

求
が
義
務
化
さ
れ
る
。
た
だ

し
、
歯
科
医
療
機
関
の
よ
う

に
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の

み
を
算
定
す
る
介
護
保
険
事

業
所
は
、
届
出
に
よ
っ
て
紙

を
求
め
た
。

厚
労
省
の
担
当
者
（
右
か
ら
３
人

目
）
に
要
請
書
を
手
渡
す
協
会
・

保
団
連
の
役
員
ら
。
左
端
が
吉
田

裕
志
氏
＝
２
０
１
７
年
12
月
28

日
、
東
京
都
内

２
０
１
８
年
度

２
０
１
８
年
度

診
療
報
酬
改
定

診
療
報
酬
改
定

　条件が下記の①～③に該当すれば、2018年４月以降も紙による請求が可能になる。
①　下記イ～二に該当し、2018年３月末までに国保連合会に届出を行った事業所
　イ　支給限度額管理が不要なサービス（居宅療養管理指導等）一種類のみ
　ロ　支給限度額管理が必要なサービス一種類のみ
　ハ　50床未満の特養及び50床未満の老健施設
　ニ　上記イ～ハの組み合わせ
② 　2018年３月末時点で、従事者がいずれも65歳以上の事業所で2018年３月末までに国
保連合会に届出を行った事業所（その後65歳未満の従事者を雇用した場合は、翌々月
から電子請求）
③　改築工事や通信設備等に障害が発生する等、一時的に電子請求が困難な場合

電子請求、紙レセプトの請求可否（2018年４月以降）

電子請求のみ
（オンライン、磁気媒体）
電子請求のみ
（オンライン、磁気媒体）

４月以降も紙レセプト
による請求が可能　
４月以降も紙レセプト
による請求が可能　

⎫―

⎬―

⎭

⎫―

⎬―

⎭

2018年４月以降2018年４月以降

届出あり届出あり

届出なし届出なし

2018年３月末までに届出
（国保連合会）

2018年３月末までに届出
（国保連合会）

まったく新たに介護保険の
請求を始める事業所等

まったく新たに介護保険の
請求を始める事業所等

　①に該当する場合は「請求省令附則第二条による免除届出書」を国保連合会に提出す
る。様式は、全国共通のため、どの国保連合会のHPからでもダウンロードできる。大
阪では17日現在、下記のアドレスにアップされている。
http://www.osakakokuhoren.jp/wp/wp-content/themes/twentyten/pdf/menjot.pdf

2018年４月以降の帳票（紙）による請求の取扱い（2018年３月末までに要届出）

初
再
診
料
の
減
算
や
め
よ

初
再
診
料
の
減
算
や
め
よ


